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■図表１ 今国会で政府から提出予定の産業政策に 
関わる主な法案 

法案名 概  要 

デジタル社会形成基本

法案＜新法＞ 

デジタル社会形成に関し、基本理念や方

針、国、地方公共団体及び事業者の責務を

定める など 

デジタル庁設置法案 

＜新法＞ 
デジタル庁の責務や権限を定める など 

デジタル社会形成関

連法案 

自治体が個別に定める個人情報の保護や

運用に関し、全国共通のルールを作る 

など 

地方公共団体情報シ

ステムの標準化法案

＜新法＞ 

2025 年度までに自治体の情報システムを

全国標準化する など 

地球温暖化対策推進法

改正法案 

脱炭素社会の実現など基本理念を定め、脱炭

素政策の法的根拠を明確にする など 

特許法改正法案 
ウェブ会議システム等の利用や第三者か

ら広く意見募集する仕組みの導入 など 

 
 

  

産
業
政
策
関
連
法
案
の
概
要
は
図
表
１
の
通

り
で
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
め

ぐ
る
行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
後
れ
を
受
け
て
、

デ
ジ
タ
ル
社
会
実
現
に
向
け
た
法
案
が
過
半
を

占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
昨
年
秋
の
「
２
０
５

０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言
」
を
法
的

に
位
置
づ
け
る
も
の
と
し
て
、
地
球
温
暖
化
対

策
推
進
法
の
改
正
が
予
定
さ
れ
て
い
る
他
、
特

許
法
の
改
正
で
は
、
ウ
ェ
ブ
会
議
シ
ス
テ
ム
等

の
利
用
や
、
Ｉ
Ｔ
分
野
な
ど
高
度
な
訴
訟
を
念

頭
に
第
三
者
か
ら
広
く
意
見
を
募
集
す
る
仕
組

み
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。 

                      

デ
ジ
タ
ル
社
会
実
現
の
関
連
法
案
は
主
に
４

本
あ
り
ま
す
。
ま
ず
、「
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基

本
法
案
」
で
基
本
理
念
や
方
針
、
国
、
地
方
公

共
団
体
、
事
業
者
の
責
務
を
定
め
た
上
で
、「
デ

ジ
タ
ル
庁
設
置
法
案
」
で
デ
ジ
タ
ル
庁
の
責
務

や
権
限
を
定
め
ま
す
。
そ
の
責
務
は
、
各
府
省

で
バ
ラ
バ
ラ
な
行
政
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
や
、

行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
な
ど
で
す
。
予

算
を
一
元
化
す
る
他
、
府
省
へ
の
勧
告
権
な
ど

強
い
権
限
を
持
た
せ
る
な
ど
、
司
令
塔
の
役
割

を
担
い
ま
す
。 

そ
の
他
の
法
改
正
は
関
連
法
案
と
し
て
一
括

さ
れ
て
い
ま
す
。
内
容
は
多
岐
に
わ
た
り
、
国

や
各
地
方
自
治
体
に
よ
っ
て
バ
ラ
バ
ラ
の
個
人

情
報
ル
ー
ル
（
約
２
，
０
０
０
と
も
）
を
統
一

す
る
個
人
情
報
保
護
法
の
改
正
や
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
の
利
便
性
向
上
を
図
る
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
法
の
改
正
な
ど
で
す
。
押
印
・
書
面
の
交

付
な
ど
が
求
め
ら
れ
る
手
続
き
見
直
し
に
は

48
も
の
法
改
正
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

さ
ら
に
、「
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標

準
化
法
案
」
で
は
、
約
１
，
７
０
０
に
上
る
と

さ
れ
る
地
方
自
治
体
の
情
報
シ
ス
テ
ム
仕
様
の

統
一
を
、
２
０
２
５
年
度
ま
で
に
義
務
付
け
ま

す
。
対
象
は
住
民
情
報
や
税
、
社
会
保
障
、
就

学
な
ど
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
根
幹
業
務
で
あ
り
、

住
民
基
本
台
帳
や
固
定
資
産
税
、
国
民
年
金
な

ど
17
分
野
の
シ
ス
テ
ム
を
国
が
主
導
し
て
標

準
化
す
る
予
定
で
す
（
図
表
２
）
。 

            

  

 

２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
の
実
現
に
向
け
て
は
、
す

で
に
脱
炭
素
に
向
け
た
研
究
開
発
の
た
め
の
２

兆
円
基
金
の
創
設
や
税
制
や
金
融
の
面
で
の
民

間
企
業
支
援
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ

れ
ら
の
政
策
を
推
進
す
る
上
で
の
法
的
根
拠
を

明
確
に
す
る
も
の
と
し
て
、「
地
球
温
暖
化
対
策

推
進
法
」
が
改
正
さ
れ
ま
す
。
従
来
は
実
行
計

画
を
閣
議
決
定
す
る
に
と
ど
め
て
い
た
も
の
を
、

政
権
が
代
わ
っ
て
も
方
針
を
変
え
に
く
く
し
て

政
策
の
継
続
性
を
担
保
し
よ
う
と
す
る
も
の
で

す
。 改

正
案
で
は
、「
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
宣
言
」
等

を
踏
ま
え
た
基
本
理
念
を
新
設
す
る
と
と
も
に
、

地
域
の
再
生
エ
ネ
を
活
用
し
た
脱
炭
素
化
事
業

推
進
の
た
め
の
計
画
・
認
定
制
度
の
創
設
、
企

業
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
情
報
の
デ
ジ
タ
ル
化
・
オ

ー
プ
ン
デ
ー
タ
化
の
推
進
等
が
盛
り
込
ま
れ
て

い
ま
す
。 

    

電
機
産
業
は
、
デ
ジ
タ
ル
化
を
支
え
る
様
々

な
事
業
、
技
術
開
発
を
担
っ
て
お
り
、
主
要
な

け
ん
引
役
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

発
電
か
ら
消
費
ま
で
電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
す
べ

て
に
関
わ
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
革
新
的
な
技

術
や
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
（
機
器
、
電
子
部
品
・

デ
バ
イ
ス
、
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
）
を
生
み

出
す
こ
と
で
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
に
貢
献
で
き
る

と
考
え
ま
す
。 

電
機
連
合
で
は
加
盟
組
織
と
連
携
し
、
デ
ジ

タ
ル
社
会
と
脱
炭
素
社
会
を
支
え
る
事
業
者
の

視
点
か
ら
、
組
織
内
議
員
を
通
じ
て
法
案
審
議

で
の
意
見
反
映
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。 

今国会の産業政策関連法案 

デジタル社会、脱炭素社会の実現法案に注視を 
１月18日に第204回通常国会が開会しました。今国会では、63本の政府提出法案と11本の条約審議が予

定されています。すでに成立した新型インフルエンザ等対策特措法改正案の他、電機産業に関連する法

案としては、デジタル社会や脱炭素社会の実現に向けた重要法案が提出されており、注視が必要です。 

                           電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１１３（２０２１.２） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。


